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戦後東京における社会運動の変容 : イッシューリ
レーションアプローチによるイベント分析
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図１３平和運動（政治関連・関連イッシュー・
シングルイッシュー）の変遷
め割合は増加)。1985年までは労働運動と政治と
の関連が強まり、労働運動が制度内抗議にとど
まっていることも示唆されるだろう。また、平
和運動の動向を見ると（図13参照)、1955-65年
は安保闘争などがあり、イデオロギー的な反応
として政治との関連が強まっているが、その後
は個別テーマに対応する形でシングルイッシュ
ー化が進行していることがわかる。1986-95年
は再び政治との関連性がみられる。これは戦後
50年にあたる1995年にさまざまなイベントが行
われたことも影響していると思われるが、戦略
的に政治と関連づけて抗議を展開したと考える
ことができるだろう。
このように、1970年代半ば以降、「政治イッシ
ュー」関連の運動が増加したことをみてとるこ
とができる。もっとも、このような結果がみら
れたのは実質的な変化があったというより、イ
ベントデータのデータソースである新聞記事に
政治関連の運動が取り上げやすくなったからだ
という指摘も考えられる。つまり、1980年代以
降は抗議活動全体が減少したので、ニュースに
なりやすい政治と関連づけた運動が記事として
より取り上げられた所産ではないかという批判
である。しかしながら、本イベントデータにお
ける「政治イッシュー」に関連するイベントの
割合は、37.21％(1956-65年)→40.22％（1966-
75年)→34.32％（1976-85年)→35.77％（1986-
95年）であり、全体的に抗議活動数が減ったか
らといって、政治関連の運動が急激に増加した
とはいえないのである。
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変化とイベント数や行為形態の割合の共変関係
の分析に終始してきた。しかし、同じ抗議活動
において同時に主張されるイッシュー間の関連
を分析することで、上記のような興味深い知見
を得ることができた。方法論的には荒削りであ
ることは否めないが、こうした方法を洗練させ
ることによって、社会運動に対する理解をより
いっそう深めることができるものと思われる。
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注
１）町村（1987）が用いたデータは、１９７３．７８．８５
年で、似田貝（1989）では1974.88年のデータ
による分析である。
２）イベント分析の動向については、山本・西城戸
（2004）を参照のこと。また、イベントデータ
による戦後日本の社会運動の実証的な研究につ
いては、中澤ほか（1998)、山本・渡辺（2001)、
西城戸（2004）などがある。
３）本稿で用いているイベントデータの詳細は、野
宮・西城戸（2000）を参照されたい。
４）行為レパートリーとは、一つのイベントで行わ
れた行為形態の種類である。KriesietaL（1995）
の定義を参考にして、①運動の初発的段階の行
動、②穏健な制度内抗議行動（制度上保証され
た中で行う比較的穏健な抗議活動)、③示威的大
量動員行動（自らの意志を表明することに中心
をおいた抗議活動であるが、②より大量動員を
必要とするもの)、④きつめな制度内抗議行動
（制度上保証された抗議行動であるが、やや過激
で直接的な抗議活動)、⑤対立的抗議行動（対決
の意志を示す抗議活動)、⑥暴力的抗議行動（暴
力的な行為が含まれる抗議行動）という6種類を
設定した。
５）したがって、ある権利が確立された場合、同じ
の要求内容であったとしても、それは権利の侵
害に対する要求であるので、re-activeな要求と
なる。例えば、日照権などは当初はpro-activeな
要求であったが、その後はre-activeな要求であ
ると考えられる。
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